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大学教養授業での心理教育実践
―ストレス，うつ病，援助要請スキルの知識増進に焦点をあてて―
中 村 菜々子
（臨床・健康教育学系）
本実践の目的は，大学の教養授業を活用して心理面の健康教育を実施することであった。大学の教養授業として，26名
の学生が15セッションの心理面の健康教育に参加した。対象者は，認知行動療法に基づくストレス・マネジメント教育，
うつ病の心理教育，援助要請方略について学習した。ストレス反応，知覚されたサポート源，ストレスに対処する自信が，
第1回授業，第7回授業，そして第15回授業に測定された。くり返しのある1要因の分散分析を実施した結果，ストレス対処
の自信と知覚されたサポートが有意に上昇した。ストレス反応については有意な変化は見られなかった。結果は，教養授業
を活用して，大学生を対象とした心理面の健康教育を実施することの有効性を示唆するものである。今後は，授業の構成要
素（難易度や量など）についてさらに詳細な検討が必要である。
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The purpose of this practice was to use the general education class of the college, and to have executed the psy-
chological health education. Twenty-six students participated in the 15-session psychological health education as
the general education class of the college. They learned the stress-management education based on cognitive-
behavior therapy, psycho-education of depression, and help-seeking strategy. The stress responses, the perceived
support sources, and confidence to manage daily stress were measured in the 1st class, the 7th class, and the
15th class. By results that executed repeated measurements of the one-way ANOVAs, the confidence to manage
stress and the perceived support rose significantly. However, no significant change was seen about the stress re-
sponse. The results suggests the effectiveness of the use of the general education class, and the execution of the
psychological health education intended for the university students. Some components of the education (ex: diffi-
culty level, information amount) are necessary in a more detailed examination in the future.
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１．緒言
大学の授業を通じて様々な健康教育を実施することの
重要性と効果が示されている。大学授業での健康教育の
内容は心身の領域にわたっており，現在までに，身体活
動（荒井・木内・中村・浦井, 2005），生活習慣と睡眠
（荒井・中村・木内・浦井, 2006），抑うつ予防（坂本・
西河, 2002；及川・坂本, 2007）などについて知見が
得られている。本稿では，受講者が心の健康を増進する
ために役立つ内容からなる教養授業を構成し，実践した
内容を報告する。
大学生にとって心の健康を増進するための知識や技術
を獲得する必要性は高い。大学生活に各種のストレッサー
が存在すること（加藤, 2007），また大学生活は青年期
後期の自立を果たすまでの準備期であり，精神的な不調
をきたしやすいことから（加藤・芝山・坪井・中野,
2000），ストレスへ効果的に対処する技術を獲得するこ
とが役立つと考えられるからである。また，社会人のメ
ンタルヘルス問題（例えば職場ストレスやうつ病など）
について，社会人となる準備期間である大学生のうちに
準備ができれば，健康的な職業生活を送るための第一次
予防として機能すると考えられる。
実際に大学の授業を通して，大学生活や卒業後の職業
生活でのメンタルヘルス不全に対する第一次予防活動を
実施することの有効性が示されている。大学生を対象に
した先行研究では，認知行動療法の技法を用いた授業や
介入プログラムの有効性が実証されている（堀・島津,
2007；坂本・西河, 2002；及川・坂本, 2007；白石,
2005）。例えば及川・坂本（2007）では，自分のストレ
スや抑うつに対して，物事の捉え方を柔軟にするなどの
認知的対処を中心とした授業を7回実施した結果，統制
群と比較して介入群が有意に自己効力感を増加させたこ
とを示した。白石（2005）は，認知療法を援用した介
入を大学生に実施し，介入群が有意に抑うつ感や抑うつ
スキーマを改善したことを報告した。したがって心の健
康増進を目指した教養授業の構成要素の1つには，認知
や対処行動を扱う内容が不可欠であろう。
本授業独自の要素として，心理的不調の知識と専門家
への援助要請スキルを教授することとした。具体的には
まず，知識を伝える心理的不調として，うつ病を選んだ。
現在うつ病を理由とする長期休業者が増加し，また勤労
者世代の自殺はうつ病が主な要因の 1つである
（Tamakoshi, Ohno, Yamada, Aoki, Hamajima,
Wada, Kawamura, Wakai, & Lin, 2000）。加えて正
しい情報が普及していない現実がある。例えば，中村・
久田（2008）では，企業従業員にうつ病の典型症状を
書いた文章を読ませて評定を行わせたところ，うつ病の
可能性が高いと正しく認識できた者は，全体のわずか
15％であった。したがってうつ病の基礎知識を伝える
ことは第一次予防として重要であると考えられる。
次に，社会人のうつ病や自殺が問題になっている現在，
社会で働くスキルの1つとして，専門家に援助を求める
こと（援助要請，援助希求）も重要だと考え，授業内容
に含めた。援助要請行動の先行研究から（例えば木村・
水野, 2004），大学生がカウンセリングの専門家などに
援助を求めやすくするために，自分の悩みの深刻さを自
己評価できることと，専門的サービスの認知度を高める
ことの重要性が指摘されている。本授業で心理的不調や
援助希求先について知識を伝えることができれば，大学
生活や卒業後の生活で，問題が生じた時の援助要請行動
を高めることが可能になるだろう。
以上から，本実践では，先行研究で効果が実証されて
いるストレス管理教育に加えて，心理的不調の知識と，
適切な援助要請方法に関する知識の教育を軸にした教養
授業を展開した。
２．方法
２．１．参加者
授業は，4年制大学と短期大学を併設している私立大
学の教養授業の一科目として実施した。本授業は，大学
によって「こころの健康」という科目名が設定されてい
る教養授業であり，授業内容は担当教員が自由に設定す
ることになっていた。授業登録者は4年制大学1～4年生
と短期大学1年生の41名であり，授業評価には3回の質
問紙全てに回答した26名のデータを使用した。なお参
加者は，事前に本授業の概要についてシラバスを読み，
上記の要素が含まれていることを知った上で授業に登録
した。
２．２．授業概要
授業は全15回であった。授業内容と質問紙の測定時
期については表 1に示す通りである。
受講者には，質問紙の目的と，回答内容や回答有無が
評価に影響しないことを十分に説明した上で，後述する
内容の質問紙を授業中に実施した。測定時期は，授業開
始前（第1回授業：オリエンテーション），授業中間
（第7回授業），および，授業終了時（第15回授業）の3
回とした。なお，質問紙は本報告で対象とした年度以外
にも毎回同様の内容を実施し，教員が授業を振り返る材
料としているものである。
２．３．授業の工夫と内容（表1）
授業（第2～13回）は，受講者の特徴を踏まえて以下
の工夫を行った。第1に，受講生同士が活発に意見交換
を実施することができるよう，コンピュータが使用可能
な教室で授業を実施し，学内ネットワーク上の授業専用
掲示板を用いて各人（発言時には任意のニックネームを
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使用させた）の意見をリアルタイムで共有した。第2に，
受講者個人のストレス内容を他者に開示せずに，ストレ
ス状況に対する効果的な対処方法を皆で協力して案出す
るため，ストレスが多く対処が下手な「花子さん」とい
う人物を設定し（表2），花子さんへのアドバイスを受
講者全員で考える形式とした。第3に，各回の授業開始
時に5分程度イメージ法を用いたリラクセーションを実
施した。受講者の意思を重視し，参加は自由とした。
15回の授業は，以下に示す3つの段階で構成した。
（1）ストレスについて理解する段階（第2～5回）
受講者に，若者向けの雑誌記事の中で「ストレス」とい
う単語が含まれた著名人のインタビュー記事を配布した。
記事をもとに，毎日の生活で誰でもストレスを抱えてい
ることに気づかせ，各自が感じている毎日のストレスに
ついて自由記述を求めた。
ストレスに対する気づきを高めた上で，ストレスの認
知的評価理論（Lazarus & Folkman, 1984）に基づい
たストレスの心理教育を実施した（坂野，2005）。スト
レスはストレッサー，認知的評価，対処，ストレス反応，
という過程があること，ストレスの原因となる出来事
（ストレッサー）にはライフイベントと日常苛立ちごと
の2種類があることを説明した。そして，日常生活上で
体験した出来事（ストレッサー）と，その時どのような
気分や身体症状（ストレス反応）が生じたか，について
ワークシートに入力させた。
次に，ストレスをコントロールする方法には大別して，
ストレッサーを減らすこと，ストレス反応を減らすこと，
そしてストレッサーとストレス反応を媒介する，認知・
対処方法ソーシャル・サポートに工夫ができることを解
説した。
（2）うつ病に関する心理教育と援助要請行動の重要
性について理解する段階（第6～9回） ストレスが関
連している心身の悪影響について，身体的側面と心理的
側面について解説した。
次に，新聞記事の切り抜きを提示して，勤労者の問題
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図 1. うつ病教育時に用いたスライドの例（一部抜粋）
としてうつ病が注目されていることを挙げた。説明では，
ストレスだけがうつ病の原因であると誤解されないよう
注意し，ストレスはうつ病発症のきっかけや維持要因と
して機能することを丁寧に説明した。そして，うつ病に
ついて一般人が持っておくべき知識に関する研究
（Jorm, Korten, Jacomb, Christensen, Rodgers,＆
Pollitt, 1997; Jorm, Nakane, Christensen, Yoshida,
Griffiths,＆Wate, 2005）を参照して説明した（①うつ
病時に典型的に認められる症状が複数あること，②それ
らが2週間以上続くこと，③生活に支障がでていること：
図 1）。見分け方は風邪にたとえてわかりやすいものと
した（①鼻水，せき，くしゃみといった典型的な症状が
あること，②症状が一定期間以上続くと風邪かなと判断
する人が多いこと，③風邪の症状が続き，日常生活に支
障が出ると，病院に行こうと考える人が多いこと）。
次に，心身の不調が一定期間以上続いた時にどうする
か，各自掲示板に入力して共有したところ，「家族に相
談する」，「友人に相談する」という回答が多かった。こ
こで大学内の学生相談室や地域の支援機関の存在を知ら
ない学生が多いことを指摘し，各種専門機関を対処資源
として活用することの重要性を教授し，大学がある地域
の電話相談や信頼できるインターネットの情報を伝えた。
さらに，実際にインターネットを用いて様々な機関を検
索させた。
（3）認知的対処を中心としたストレス対処技法を習
得する段階（第10～13回） 第9回までの授業内容をま
とめ，不調が生じた時の対応方法の枠組みを整理した
（図 2）。不調が生じた場合，自分自身で対処できる場
合と専門家に支援を求める必要がある場合（第6～9回
の内容）の判断がまず必要であることを示した。その上
で，自分で対応できる場合の方法として，認知的対処
（ストレスを強める認知，ストレス事態に生じた認知を
柔軟にするワークなど）に焦点をあてたストレス対処技
法について教示した（及川・坂本（2007）などを参考
にした）。そして先述した花子さんがストレス事態に陥っ
た具体的状況を提示し，どのようなプロセスでストレス
を自覚し，援助要請や認知変容を行っていくのかを伝えた。
２．４．分析に使用した指標
（1）属性など 学年，性別を尋ねた。また，授業開
始時に日常生活でストレスを管理する習慣がどの程度あ
るか，「あなたは，毎日の生活で起こるストレスを減ら
すために，習慣として行っていることがありますか？あ
てはまる数字に1つだけ○をつけて下さい。」という教
示で5つの段階で測定した（Prochaska & DiClemente,
1983；中村・岡・松尾・竹中・上里，2002; Evers,
Prochaska, Johnson, Mauriello, Padula, &
Prochaska, 2006）。回答選択肢は，前熟考期（「いいえ。
今もしていないし，これから先もするつもりはありませ
ん」），熟考期（「いいえ。でも，近い将来（6ヶ月以内）
には始めようと思っています」），準備期（「いいえ。で
も今すぐ（1か月以内）にでも始めようと思っています」）
，実行期（「はい。でも始めてから6ヶ月以内です」），
維持期（「はい。その習慣は6ヶ月以上続いています」）
である。
（2） ストレス反応 SRS-18 （Stress Response
Scale-18: 鈴木・嶋田・三浦・片柳・右馬・坂野 ,
1997）の「不安・抑うつ」下位尺度を使用した。この
尺度は最近1週間の気分を測定するもので，幅広い年齢
層を対象に信頼性と妥当性が確認された尺度である。不
安・抑うつの下位尺度は6項目4件法（0：まったくちが
う～3：その通りだ）で評定する（合計得点は0～18点）。
（3）ストレス低減の自信 日常生活でのストレスを
低減する自信について，「わたしは，毎日の生活で起こ
るストレスを減らすことができる」という教示に対して
0～100点（0：まったくできないと思う～100：完全に
できると思う）で評定を求めた。
（4）援助資源を認識している程度 学内と学外に存
在する援助資源を認識している程度について，4項目4
件法（0：全くそう思わない～3：かなりそう思う）で
評定を求めて合計値を算出した（0～12点）。
サポート源として以下の4項目を挙げた：①自分の周
りには，ストレスが強いときやこころの健康が悪い時に
助けてくれるような環境が整っている，②自分の周りに
は，ストレスが強いときやこころの健康が悪い時に相談
できる人がいる（友人，家族，親戚，教師など），③A
大学には，ストレスやこころの健康のことについて相談
できる環境が整っている，④A大学以外に，自分の周り
にはストレスやこころの健康のことについて相談できる
ような専門機関がある。
（5）うつ病の典型症状の理解 典型的な抑うつ症状
を示した人物の状態（表 3）について可能性の高い理
由を1つ選択させた（Jorm, et al., 1997；中村・久田,
2008）。回答選択肢は以下の8つである：①大きなスト
レスを感じている，②何か大きな悩みを抱えている，③
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図2．ストレス時の援助要請に関する判断チャート
大学生活で何か問題を抱えている，④疲労困憊（ひろう
こんぱい）状態である，⑤ノイローゼである，⑥うつ病
である，⑦統合失調症である，⑧その他。
（6）授業の感想・評価 質問紙とは別に，授業の最
終回において，授業全体の感想を自由記述で求めた。ま
た大学が指定した書式で，授業の理解度と全体的満足度
について，それぞれ5件法（0：まったくそう思わない
～4：強くそう思う）で評定を求めた。
３．結果
３．１．受講者の属性
受講者の学年は1～2年生で全体の77%を占めていた。
性別は男性が6名（23.1%）で残りが女性であった。ま
た，ストレス管理への準備性は，無関心期7名（26.9%），
関心期5名（19.2%），準備期5名（19.2%），実行期1名
（3.8%），維持期8名（30.8%）であった。
３．２．各指標の変化（表4）
3回の測定時点を独立変数とし，ストレス反応，スト
レス低減の自信，知覚されたサポートをそれぞれ従属変
数とするくり返しのある1要因の分散分析を実施した。
分析には統計パッケージSPSS13.0J for Windowsを使
用した。
分析の結果，ストレス低減の自信［F (2, 24) = 5.03,
p < .05］と知覚されたサポート［F (2, 24) = 3.42, p<
.05］で測定時点の有意な主効果が得られた。一方，ス
トレス反応は有意な主効果が認められなかった［F (2,
24) = 0.17, n.s.］。
３．３．抑うつ症状の理解状況の変化
表 5の値を見ると，受講者の約半数が初回授業の時
点で「うつ病である」と判断している。「大きなストレ
スを感じている（①）」，「何か大きな悩みを抱えている
（②）」，「うつ病である（⑥）」，「それ以外（③大学生活
で何か問題を抱えている，④疲労困憊状態である，⑤ノ
イローゼである，⑦統合失調症である，⑧その他を合計）」
の4カテゴリーについて測定時期と回答者数のクロス表
を作成した。繰り返しのある測定であったため，「うつ
病である」との回答を1，それ以外の回答を0と再コー
ディングし，うつ病であると回答した者の比率について
CochranのQ検定を行ったところ（森・吉田，1990），
各測定時期とうつ病であると回答した者の比率の関連は
有意ではなかった[Q (2) = 1.08, p = .58]。
３．４．学生の感想と授業評価
最終回に学生から得られた感想は概ね肯定的で，例え
ば「ストレスができた時，今まではマイナス思考な事ば
かり考えて堂々巡りだったけれど，ストレスができたと
きの解決への考え方を教わったので，試してみようと思
いました」，「うつ病について誤解していたことがわかっ
た」など，今後の生活で授業内容を積極的に活用したい
という内容が多かった。否定的な感想を述べた受講者の
感想の大半は「書く事が多くて大変だった」など授業量
の負担を述べるものであった。
授業評価は，表6に示すように，全体的満足度は全般
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表3．抑うつ症状評定に用いた短文
表 4. 各指標の平均値（標準偏差）および分散分析結果
的に高いものであった。一方理解度については，難しい
と感じた者も見られた。
４．考察
本実践では，大学生を対象に，教養授業の一環として，
先行研究で効果が確認されたストレス対処技能の教育に
加えて，うつ病に関する心理教育と援助資源への認知度
を高めることを目指した授業を行った。実践の結果，受
講者の満足度は全般的に高かった。また授業を受講する
ことで，ストレスを和らげる自信や身近な資源の認識が
高まる可能性が示唆された。
これら肯定的な結果について，ストレスに関する講義
の効果は先行研究で示されており，本実践でも同様に効
果をもたらしたと考えられる。また援助要請の知識や具
体的スキルについて教授した点は本実践の特徴であり，
実際に援助資源への主観的な認知度を高めるために役立っ
た。今後は援助要請の支援を掘り下げ，学生にとってよ
り具体的に役立つ資源の情報，例えば居住地域や困り事
の種類に合わせた資源の情報などを伝える工夫を行うこ
とが役立つと思われる。
ストレスへ対応する自信とサポート源への認識につい
ては授業の成果が示唆された一方で，うつ病知識やスト
レス反応への授業の効果が明確ではなかった。
まず，自分の状態を正しく把握するための知識教授に
ついて，抑うつ症状理解の評定は統計的に有意な変化が
認められなかった。伝えるべき情報と，その伝え方につ
いて今後も改善する必要がある。この際に，受講者特徴
を踏まえて授業内容を検討すべきだと思われる。授業の
最終回で得られた感想の中には，授業で扱う内容の量が
多すぎることを指摘したものがあった。また，授業がや
や難しかったと評定した学生がいた。教養授業として，
授業を実施する学校や対象者の特徴を踏まえて，柔軟に
授業内容や課題量などを調整することが求められる。対
象者の特徴として，本授業の受講者は，ストレスを管理
することに関心のある者（関心期・準備期）が38.4％で
あったが，ストレス管理に全く関心がない者も26.9%で
あった。このように，講義内容への関心が多様な教養授
業において，どの受講者にとっても意義ある授業を展開
することは困難であるが，今後検討すべき課題であると
思われる。
次に，ストレス反応は，授業によって低減しなかった。
もっとも，大学の授業を活用して認知的対処を中心とし
た介入を実施した及川・坂本（2007）でも，ストレス
反応は有意に低減せず，理由として受講者が健常群で全
体的にストレス反応が低いことを挙げている。本授業の
受講者もストレス反応が18点満点の5点程度と高くなかっ
たために，変化が認められなかった（低減する必要がな
かった）可能性がある。
本授業実践の限界として，まず本実践は研究として実
施したものではないため，サンプリングに偏りがあり，
対照群が設定されていないことがある。したがって本授
業の評価に用いた質問紙の統計結果については，一般化
に限界がある。授業内容についても，厳密にプログラム
化されたものではなく，教員が準備した資料以外の心理
学関連の話題について話すこともあった。こうした解釈
の限界を念頭において評価の結果をみる必要がある。
今後の課題は，まず授業実践を重ねることである。並
行して，大学生にとって役立つスキルを構成する要素，
例えばうつ病教育や専門的援助希求の促進要因について，
授業で活用可能な知見が具体的に得られる研究を実施す
る必要がある。
大学の教養授業は，15回で構成されているため，丁
寧な健康教育が実施可能な状況である。先行研究で実証
されたプログラム内容を基本として，実践者が，対象者
の状況や教育上有用と考えられる要素を追加してさまざ
まな授業実践を工夫することが今後も役立つと考えられ
る。
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